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労働基準法における労働時間の規定

3

労働時間の規定

●労働基準法では、労働時間は原則として、１日８時間・１週40時間以内とされている（「法定労働時間」という。）。
また、休日は原則として、毎週少なくとも１回与えることとされている（「法定休日」という。）。

●法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合には、
労働基準法第36条に基づく労使協定（36（サブロク）協定）の締結
所轄労働基準監督署長への届出

が必要となる。

●36協定では、「時間外労働を行う業務の種類」や「時間外労働の上限」などを決めなければならない。



労働時間の定義
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労働時間適正把握

● 使用者の指揮命令下に置かれている時間の
ことであり、使用者の明示または黙示の指
示により労働者が業務に従事する時間は労
働時間に当たる

●  現場への移動、自宅待機、作業着への着替
え、作業の後片付け時間も、使用者の明示
または黙示の指示がある場合には、労働時
間に該当する

労働時間とは



労働時間の考え方

5

●労働基準法における労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいう 。使用者の明示又は黙示の指示により 労働者が
業務に従事する時間は労働時間に当たる。

●労働者を必ずしも現実に活動させていなくとも、使用者の指揮命令下にある時間であれば労働時間に当たる。

●労働時間か否かは個別判断であるが、労働時間の考え方そのものは、業種によって異なるものではない。

問題になりやすいケース

○いわゆる「手待時間」
使用者の指示があった場合には即時に業務に従事することを求められており、労働から離れることが保障されていない状態で

待機等している時間（いわゆる「手待時間」）は、労働時間に当たる。
○ 移動時間

直行直帰や、移動時間については、移動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、移動手段の指示も受けず、
自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に当たらない。

○ 着替え、作業準備等の時間
使用者の指示により、就業を命じられた業務に必要な準備行為（着用を義務付けられた所定の服装への着替え等）や業務終

了後の業務に関連した後始末（清掃等）を事業場内において行う時間は、労働時間に当たる。
（労働時間となる例）①作業開始前の朝礼の時間、②作業開始前の準備体操の時間、③現場作業終了後の掃除時間

○ 会議・研修などの時間
参加することが業務上義務付けられている会議や研修を受講する時間は、労働時間に当たる。

（労働時間となる例）①新規入場者教育の時間、②ＫＹミーティングの時間

労働時間の考え方
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医師の自己研鑽「まとめ」
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①所定労働時間外の研鑽について、どこまでを上司の明示・黙示の指示によ

るものとして労働時間とするか、医療機関ごとに定める手続きに基づき、医

療機関が個々の医師ごとに判断する。

②院内で研鑽時間が労働時間に当たるかを明確化する手続きを定める。

③院内で労働時間に該当しない研鑽について適切な運用を確保するための環

境を整備する

（ア）所定時間外に研鑽を行うときに、通常勤務でないことが見分けられるように、

場所や服装を変える。

（イ）研鑽時間のルールを周知し共通認識を作る。



労働時間の把握
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労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置

・労働者ごと、労働日ごとに始業・終業時刻を確
認し、記録する。（記録は３年間保存する。）

【把握の原則的な方法】

・使用者が自ら現認する。

・タイムカード、 ICカード、パソコンの使用記録等の客
観的な記録を基礎とした把握をする。

【原則的な方法が出来ないやむを得ない場合】

・自己申告（労働時間適正把握ガイドラインに基づく一定の
措置が必要となる。）

使用者の責務



労働基準法における労働時間等の定め
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36協定の対象となる時間外労働とは

●「法定時間外労働」と「所定時間外労働」

法定時間外労働とは、労働基準法で定められた労働時間を超えて行われた残業のことをいいます。

所定時間外労働とは、会社が定めた所定労働時間を超えて行われた残業のことをいいます。

（例）始業時刻が９時、休憩時間が12時～13時、終業時刻が17時30分の事業場の場合
（※１日８時間、１週40時間の原則どおりの労働時間制を採用している事業場を想定しています。）

・18時まで働いた場合、所定労働時間（７時間30分）を超える30分（17時30分から18時まで）は所定時間外労働となりますが、
１日８時間の法定労働時間を超えていないため、法定時間外労働とはなりません。

・36協定の対象となる「時間外労働」は、法定時間外労働を指しています。

●「法定休日労働」とは

法定休日労働とは、週１日、または４週４日の法定休日に働くことをいいます。

（例）週休２日制（毎週土曜・日曜休み）のうち、法定休日を日曜日としている事業場の場合
（※１日８時間、１週40時間の原則どおりの労働時間制を採用し、週の起算日を日曜日としている事業場を想定しています。）

・土曜日に労働した時間は法定休日労働には該当せず、日曜日に労働した時間が法定休日労働となります。

・36協定の対象となる「休日労働」は、法定休日労働を指しています。

・ただし、土曜日も労働させた結果、週40時間を超える場合には、土曜日の労働は法定時間外労働となります。

日
（法定休日）

月
（労働日、８時間）

火
（労働日、８時間）

水
（労働日、８時間）

木
（労働日、８時間）

金
（労働日、８時間）

土
（所定休日）

合計40時間

この日に労働させる
場合は休日労働 1日８時間労働させた場合、月曜から金曜までの労働で週40時間となります。

そのため土曜日に労働させた場合には、週40時間を超えるためその日の労働は時間外労働となります。

１週40時間を超える
時間は時間外労働



労働基準法における労働時間等の定め
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月60時間を超える時間外労働の割増賃金率について



働き方改革関連法により改正された労働基準法における
時間外労働の上限規制の概要
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働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）により 改正された労働基準法（昭和22年
法律第49号）において、時間外労働の上限は、原則として月45時間、年360時間（限度時間）とされ、臨時的な特別な事情が
ある場合でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間以内（休日労働含む）とされた。

※限度時間を超えて時間外労働を延長できるのは年６か月が限度。

※平成31年４月１日施行／中小企業は令和２年４月１日施行／一部、令和６年３月31日まで適用猶予あり。

※働き方改革関連法前は、大臣告示により限度時間等を定めていたが、臨時的で特別な事情がある場合においては、同告示には
時間外労働の上限は定められていなかった。

時間外労働の上限規制のイメージ

限度時間
１か月４５時間

１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間＝12か月

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）
１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限
（原則）

１年間＝12か月

年間６か月まで

法律による上限
・ 年720時間
・ 複数月平均80時間以内（休日労働含む）
・ 月100時間未満（休日労働含む）
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2021年4月1日
ご清聴ありがとうございました。
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